
ふくしま「浜通り」から未来へ!
福島県の復興に向けての取り組み

公益財団法人 福島イノベーション・コースト構想推進機構
公益社団法人 福島相双復興推進機構（官民合同チーム）
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公益財団法人 福島イノベーション・コースト構想推進機構

イノベ機構と官民合同チームが連携協定を締結
（平成30年10月3日）

産業集積・
ビジネスマッチング 教育・人材育成

情報発信

交流人口の拡大

拠点施設の管理運営

■ 福島イノベーション・コースト構想推進機構（イノベ機構）は、本構想推進の中核的な機関として、
平成 29年 7月 25日に福島県が設立した法人です。
■ 福島復興再生特別措置法に基づく「重点推進計画」においても、イノベ機構を本構想推進の主要な
実施主体として位置付け、国家プロジェクトである本構想の具体化を進めています。
■ イノベ機構の主な取組は、以下のとおり。

　福島イノベーション・コースト構想の更なる推進のため、イノベ機構と官民合同チームが連携するこ
とで、域内外の企業が一体となった産業集積を促進し、地域経済の発展につなげていきます。

■ イノベ機構は進出企業・域外企業の窓口機能を発揮し、
官民合同チームは個別訪問により蓄積した地元事業者の
情報を活用し、地元企業に寄り添ったハンズオン支援を
行います。
■ 専門性の高い実用化開発プロジェクトの事業化については
イノベ機構が地元企業を支援し、進出企業が課題を抱え
ている人材確保については官民合同チームが支援します。

・浜通り地域等への企業誘致
・ 進出企業と地元企業とのマッチング
・企業の新ビジネス立ち上げ支援
・ 農林水産分野での先端技術導入支援

・ 高等学校等での
産業界と連携した
教育の実施支援
・ 市町村と連携した
大学等の教育・研
究活動支援

・ イノベ構想の県民
へのわかりやすい
情報発信
・ 県外からの呼び込み
に向けたイノベ構想
の魅力の発信

・ 浜通り地域のイ
ノベ拠点等への
来訪者呼び込み
・ 交流人口拡大に
向けた交通環境
の改善

・ 福島県が整備する
拠点施設の運営受
託を目指して活動
・ 拠点の利活用につ
いて県内外にＰＲ

公益財団法人 福島イノベーション・コースト構想推進機構
　　　　〒 960-8043 福島県福島市中町１－ 19　中町ビル６階
　　　　TEL：（024）581-6894〔代表〕　

　
URL：http：//www.fi po.or.jp
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事業・なりわいの再生支援

営農再開の支援

まちづくり支援

外部人材・資本の呼込みと新しい地域づくり

■ 官民合同チームは、被災された事業者（※注）を個別訪問し相談型の支援を行うため、国、福島県、
民間の構成により、平成 27年８月 24日に創設された組織です。
■ 被災事業者を訪問し、専門家によるコンサルティングや、国の支援策等を通じ、事業再開や自立の
支援を行います。（訪問件数：約 5,200 者）（平成 31年 3月 4日時点）
■ 平成29年4月からは農業者の個別訪問を実施し、営農再開に向けた支援活動を行っております。（訪
問件数：約 1,500 者）（平成 31年 3月 4日時点）
■ 官民合同チームの主な取組は以下のとおり。
※注： 被災 12市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び

飯舘村）が対象 

　事業再開意向をうかがいながら、自立的な経
営や将来の生計に安心感が得られるように継
続的に寄り添った支援を行います。

　営農再開意向のある農業者が、継続的に農
業を行っていくための支援や風評被害の払拭
を目指して支援を行います。

・専門家によるコンサルタント支援
・人材確保支援
・販路開拓支援
・生活設計・事業承継支援

・個別訪問を通じた経営・技術支援
・農地集約や大規模化の加速化支援
・風評被害対策及び販路開拓支援
・地域状況に応じた耕畜連携などの支援

　まちづくり会社や商業施設等の自立的な運
営や交流人口の拡大、商圏創出・拡大を実現
すべく、まちづくり専門家による支援を進め
ます。

　人口が減少していることから、域外から人・
資本などを呼び込み、地域経済に新たな波及
効果をもたらすことを目指します。

・御用聞き型から提案型案件組成へ
・まちづくり専門家知見の蓄積、横展開
・ コミュニティづくりに熱い思いと適性を持った人材の発掘

・ 福島イノベーション・コースト構想の推進と地元事
業者の関与支援
・交流人口増加に繋がる情報発信支援
・外部からの人材呼び込みと創業支援

公益社団法人 福島相双復興推進機構（官民合同チーム）

公益社団法人 福島相双復興推進機構（福島相双復興官民合同チーム）
　　　　〒 960-8031 福島県福島市栄町 6－ 6　NBF ユニックスビル 4階
　　　　TEL：（024）502-1115〔代表〕　　URL：https：//www.fsrt.jp
　　　　MAIL： kanmin_seizou@fsr.or.jp

（企画グループ　製造業担当宛て）

連携イメージ 研究機関等 商工団体等
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イノベ
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※１　進出企業等の人材確保ニーズの収集・提供を行うなど、イノベ機構も協力
※２　実用化開発プロジェクトの開始に向けた経営支援、技術支援、補助金申請支援を行うなど、官民合同チームも協力

地元の「強み」
「シーズ」をPR

「強み」「シーズ」や
「課題」等の吸い上げ

専門性の高い実用化開発の事業化支援（経営力・技術力の強化）※２

現地における人材確保等の支援※１

実用化開発の
事業化支援

地元との連携に
向けた「ニーズ」確認

「強み」「シーズ」
「課題」「ニーズ」を
踏まえたハンズオン支援
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